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要旨 

 

本稿は、2008 年、2011－12 年に日韓両国で実施された経営管理に関するインタビュー

調査をもとに、両国の組織管理、人的資源管理などを比較するとともに、こうした経営

管理が、研究開発行動にどのような関係にあるのかを考察した。インタビュー調査の結

果から得られた経営スコアを見ると、日本の経営スコアは、全体的に韓国の経営スコア

を上回っているものの、韓国の 2 回目のスコアが 1 回目のスコアを上回ったため、第 2

回調査における日韓のスコア差は縮小している。このインタビュー調査を使って、経営

スコアと研究開発行動の関係を実証的に検証すると、日韓ともにおおむね経営スコアの

高い企業では、研究開発が行われていることが確認できた。特に組織管理に関しては、

経営スコアと研究開発支出の間に有意な関係が見られた。個別の質問項目と研究開発行

動との関係を見ると、日本では組織目標の達成度の検証、権限移譲、IT 化などが研究

開発活動と関わりがあるのに対し、韓国では人材確保や人材育成が研究開発活動と関係

があることがわかる。 

 

Keywords:組織管理、人的資源管理、研究開発、Probit 分析、Tobit 分析 

JEL Classification Numbers: L21, L22, O32, O33 
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1. はじめに：生産性格差の国際比較 

1990 年代に入り、日本の経済成長率が著しく低迷する一方で、新興国や開発途上国

には急速な経済成長を実現する国々が現れた。Solow (1956)の古典的な経済成長論では、

各国の 1 人当たり所得は、長期的には収束すると教えているが、Hall and Jones (1999)

が示すように、国レベルでの所得格差は依然大きく、富める国と貧しい国の格差が共存

する状態が続いている。Jones and Romer (2009)は、「新しい「カルドア」の定型化さ

れた事実」と題する論文の中で、こうした所得格差が生産性の違いに起因していること

を新たな「定型化された事実」の一つにあげている。 

何故このような 1 国レベルでの生産性格差が持続性を持って生じるのだろうか。こ

の問いに答えるため、1 国の産業レベル、企業レベル、事業所レベルに遡って生産性格

差の要因を考察しようとする試みが行われている。産業レベルでは、すでに Bernard 

and Jones (1996)が、１桁分類の粗い産業分類を使って、先進諸国においては産業レベ

ルでの労働生産性が収束することを示しているが、Harvard 大学の Jorgenson 教授が

作成しているようなより詳細な産業レベルのデータを利用すると、産業間での生産性格

差が存在するだけでなく、同一産業においても、国際間で生産性格差が存在することが

わかっている。2000 年代に入って先進諸国では、Jorgenson 教授にならった産業別の

生産性データベースが次々に作成されたため、こうした産業間の生産性格差や生産性の

国際比較が盛んに行われるようになった。例えば、米国とヨーロッパについては、

Jorgenson et, al. (2012) や van Ark et, al. (2012)が、日本と韓国については Fukao et, 

al. (2012)らが、先進国内の産業間に相当の生産性格差が存在していることを確認して

いる。また野村（2004）は、Jorgenson 教授と同様のデータベースを利用して、日米

間の全要素生産性（TFP）ギャップを計測している。こうした産業レベルでの生産性分

析は、先進国における IT 産業への産業構造の転換や日本におけるサービス産業の生産

性向上などの政策課題を提起してきた。 
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国レベルや産業レベルと同様、企業レベルや事業所レベルでも 1990 年代以降の実証

分析から、企業や事業所レベルでも生産性格差が持続的に存在し、この生産性格差の要

因についても分析が行われるようになった。Bartelsman, Haltiwanger, and Scarpetta 

(2009), (2013)は、20 か国にわたる事業所レベルの生産性データを整理し、事業所レベ

ルの属性を比較し、参入や退出、資源の再配分が、経済全体の生産性を向上させること

を示している。日本でも Nishimura, Nakajima, and Kiyota (2005)や Fukao and Kwon 

(2006)らが、Good, Nadiri, and Sickels (1997)や Foster, Haltiwanger, and Krizan 

(2001)らの生産性変動の分解公式を利用して、日本の製造業の生産性変動を企業内要因、

シェア変動要因、参入・退出要因に分解した。深尾一橋大学教授らは、日本だけでなく、

韓国、中国の上場企業の生産性データを整備し、TFP 水準の比較を行っている (Fukao, 

et,al. (2008))。表 1 は、こうした企業、事業所レベルでの生産性の変動要因に関する各

国の分析を要約したものである。 

 

（表 1 挿入） 

 

産業レベルや企業レベルでの、生産性向上要因として注目されてきたのは、研究開

発投資である。Griliches (2000)や Hall (1993) などは、産業レベルや企業レベルで、

研究開発投資が、生産性を向上させることを示してきた。しかし日本における研究開発

投資の効率性には、様々な議論がある。平成 14 年度経済財政白書、安部（2004）やみ

ずほ総合研究所（2010）は、日本の研究開発効率の低下を指摘している。一方元橋（2008）

は、研究開発ストックを含む生産関数を推計し、バブル崩壊後も研究開発資産の限界生

産力は低下していないことを示している。ただこれらの調査・研究は、研究開発が生産

性や付加価値の向上に資する過程で、経営能力、経営戦略、研究開発マネージメントが

関わっていることを指摘している。 
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企業組織に関する研究は、Milgrom and Roberts (1992)や Roberts (2004)以来、理

論的な発展と実証分析の蓄積が見られる。1 しかし、Azoulay and Lerner (2013)が指

摘するように、企業の組織管理がイノベーションにどのような影響をもたらすかについ

ては、未だ十分な実証研究の蓄積がない。彼らのサーベイでは、成果主義による報酬体

系が、イノベーションを促進するという考え方に対し、Ederer and Manso (2011)が、

イノベーションは現時点での成果報酬に対してではなく、将来時点での成果報酬に対し

て影響を受けるという結果を示していることを紹介している。一方日本では、こうした

研究は、経済学や経営学の分野ではなく、技術者による技術マネージメントの分野で研

究が行われている。2こうした分野の研究では、丹羽（2013）第 3 章が、アンケート調

査を利用して、研究者の活性化のための組織管理のあり方を調べている。 

数少ない上記の研究を踏まえると、欧米では報酬体系が研究者のインセンティヴに

与える影響を重視し、日本では組織目標が研究者の研究意欲に与える影響に着目してい

るようである。そこで、我々は組織管理と報酬体系に関する調査の両者を兼ね備えた独

自の調査を元に、企業組織と研究開発行動の関係を調べる。3我々が用いるデータは、

研究開発のインセンティヴを調べるために独自に実施されたものではないが、

Syverson (2010)が、ミクロレベルの生産性分析に関するサーベイで、生産性に変動を

もたらす企業内要因の一つとしてあげた経営要因を分析するにあたって紹介した

Bloom and Van Reenen (2007)の経営管理に関する独自のインタビュー調査に基づい

ている。 

Bloom and Van Reenen (2007)の最初の分析は、米、英、仏、独の 4 か国の企業に

関し、経営目標（target）、生産活動のモニタリング（monitoring）、従業員へのインセ

                                                  
1 最近の企業組織に関する研究をまとめたものとしては、Gibbons and Roberts (2013)がある。 
2 経済学・経営学の分野における技術マネージメントの文献としては、一橋大学イノベーション研究セン

ター（2001）があるが、企業内組織とイノベーションに関してはあまり体系的な解説がない。一方丹羽（2006）
では、技術開発を行うための組織のあり方を論じている。 
3 Azoulay and Lerner (2013)は、企業組織とイノベーションに関する研究では、既存のデータセットは利

用できず、独自の調査に依存するしかない点を強調している。 
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ンティヴ（incentive）に関するインタビュー調査を行っており、そのインタビュー項

目は、先に述べた組織管理と人的資源管理を含んだものとなっている、彼らは、このイ

ンタビュー調査結果を経営スコアとして数量化し、企業パフォーマンスとの関係を調べ

ている。さらに、Bloom, Sadun, and Van Reenen (2012)は、調査対象国を先の 4 か国

を含む 12 か国に広げ、事業所レベルでの投資決定の範囲、現場の労働者の雇用決定権、

新製品の導入、製品販売やマーケティングに関し、どの程度事業者レベルの管理者が決

定権を有しているかを、権限移譲（decentralization）の指標とし、これと World Values 

Survey による、各国の文化的特性の指標から信頼性（trust）の指標を抽出し、信頼性

と権限移譲の関係を調べている。こうした分析の背景には、権限移譲に代表される経営

特性の背景にある文化的要素を実証的に検証しようとする意図がある。 

本稿は、Bloom, Sadun, and Van Reenen (2012)のように、各国の文化的背景の違い

が、経営スタイルの違いを生み、さらに企業のパフォーマンスへの影響を類推する作業

までは行わない。しかし、Bloom and Van Reenen (2007)に基づいたインタビュー調査

を実施し、彼らの経営スタイルの国際比較では含まれていなかった韓国と日本の経営ス

コアを利用して、企業の生産性に大きな影響を与える研究開発動向と経営管理との関係

を調べる。4  

我々の分析は次のように構成されている。まず、企業内組織に関する変数を確保す

るために、日本と韓国で 2 回にわたって行われてきた経営管理に関する企業インタビュ

ー調査の概要を説明する。そしてそのインタビュー結果をもとに算出された経営スコア

の比較を行う。またこの経営スコアと研究開発支出との関連性について定量的な検証を

行う。論文の最後では、こうした実証研究の成果を要約する。 

 

２．日韓インタビュー調査の概要 

                                                  
4日本と韓国との研究開発投資研究については、すでに Kim and Ito (2013)の分析があるが、彼らは伝統的

な手法に基づいて、研究開発の効率性の分析をしている。 
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 日本と韓国で実施された経営管理に関するインタビュー調査は、2008 年と 2011 年か

ら 12 年の 2 回にわたって行われた。各調査の概要は表 2 に示されている。日本の調査

は、2回とも経済産業研究所を通して、韓国の第 1回目の調査は日本経済研究センター、

第 2 回目の調査は三星経済研究所によって行われた。第 2 回目の日本の調査は、当初

2011年中に実施する予定であったが、2011年3月に起きた東日本大震災のために、2012

年に延期された。この地震の影響と、2 回目の調査は上場企業を対象としたため、回答

率が著しく低下した。5 

 

（表 2 挿入） 

 

 インタビュー調査は、基本的には Bloom and Van Reenen (2007)の調査項目を参考

にして作成されている。彼らは、生産管理、企業目標、生産活動のモニタリング、従業

員へのインセンティヴの 4 種類の経営管理に関し、18 の質問項目を作成し、これらを

電話インタビューによって調査した。しかし彼らの調査が製造業のみを対象としていた

のに対し、我々の調査では、調査対象企業にサービス業が含まれていることから第 1 回

目では生産管理の質問項目を除外している。また日本や韓国では電話によるインタビュ

ー調査はなじまないため、調査員による対面調査を実施した。さらに彼らは、事業所へ

のインタビューを実施したのに対し、我々は企業の経営管理に関する部局（経営管理部

など）や人事管理に関する部局（人事部）に対してインタビューを実施した。 

 以上のような Bloom and Van Reenen (2007)の調査との違いを踏まえて、我々は経

営管理に関する特性を、組織管理と人的資源管理の 2 種類に再構成した。組織管理は、

Bloom and Van Reenen (2007)の企業目標と生産活動のモニタリングを合わせたもの

であり、人的資源管理は、従業員へのインセンティヴに関する質問項目をカバーしてい

                                                  
5 韓国でも、第 2 回目の調査の回答率は低下している。 
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る。 

 Bloom and Van Reenen (2007)は、それぞれの質問項目に関してさらに 3 つの段階的

な質問を用意している。例えば、組織目標の運用に関する質問では、次の 3 つの副質問

が用意されている。 

（1） 全社，部，課などレベルを問いませんが，複数の段階でヴィジョンやスローガ

ンに留まらない具体的な数値目標を持っていますか． 

（2） 各部門の目標は、整合性がとれるように、部門間で調整されていますか。 

（3） これらの目標は、経営理念または長期的な全社レベルの目標と整合性が保たれ

ていますか． 

Bloom and Van Reenen (2007)の場合、それぞれの質問の回答によって、経営管理の段

階を 1 点、3 点、5 点としてスコアをつけている。一方我々の場合は、回答者に応えや

すいように、基本的には各質問について yes か no で答えてもらうようにしている。も

し（1）の回答に対して no であれば、1 点、yes であれば（2）の質問に移り、（2）で

no であれば、2 点、yes であれば（3）の質問に移り、no であれば、3 点、yes であれ

ば 4 点をつける。ただ曖昧な答え方がある場合は、記述形式で回答をもらい、後程研究

者同士がその回答を検討し採点をするという方式をとっている。 

 インタビュー調査では、組織管理、人的資源管理以外の質問項目も含まれている。IT

革命以降、組織の決定権限のフラット化が注目されるようになったが、そうした組織内

の決定権限の見直しも含めて、組織改革を行ったどうか、その改革の内容はどのような

ものだったかを第 1 回、第 2 回ともに質問している。また第 1 回では、企業理念につ

いても質問を行っている。さらに第 2 回の調査では、グローバル化の観点から、調査企

業の主要市場や競争状況（競合企業の社数）などを聞き、日韓比較の観点から事業開始

や、既存事業からの撤退に要する時間などについても質問している。各調査の質問項目

は、補論にまとめている。 
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３．日韓インタビュー調査結果の比較 

 最初に調査対象企業の分布を見ておこう。表 3 は、2 回のインタビュー調査における

製造業と非製造業の割合である。第 1 回目の調査では、製造業については機械系産業、

サービス業については、情報サービス業、メディア関連産業、小売業を対象としたが、

第 2 回の調査では、上場企業に限ったため、全業種を調査対象としている。日本の場合

は、第 1 回の調査で製造業の業種を限定したため、製造業の比率が小さくなっており、

製造業対サービス業の比率がほぼ 1:2 になっているが、第 2 回目の調査では、この比率

が逆転している。一方、韓国の調査では、いずれの調査でも製造業の比率が 80％前後

と高い比率となっている。 

 

（表 3 挿入） 

 

 次に表４では、調査回答企業の規模分布を見ている。日本の第１回調査では、従業員

数 300 人未満の中小企業が全体の半数をわずかに上回っていたが、第 2 回目の調査は

上場企業を対象にしたこともあり、中小企業の割合が 42.5％となっている。韓国も同

様の傾向だが、韓国の場合は第 1 回調査、第 2 回調査ともに中小企業の割合が半数以上

となっている。 

 

（表 4 挿入） 

 

 次に経営スコアの比較に移る。経営スコアは、第 1 回調査では、質問 2、4、5、と質

問７から 13 までのすべての質問についてスコアを付け、この平均値を全体の経営スコ

アとしている。次に第 2 回調査では、質問 3 から質問 6-1 と、質問 10-－2 から 10－4
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の平均値を全体の平均スコアとしている。このうち組織管理に関するスコアは、第 1 回

調査では、質問 2 と質問 4 の中の質問項目についての平均値を、第 2 回調査では質問 3

の中の質問項目と問 10-2 から 10－4 についての平均値をとっている。そしてスコアを

つけた質問全体から組織管理の質問を除いた質問の平均値が、人的資源管理の平均スコ

アとなる。組織管理に関する経営スコアが高いということは、企業内で経営目標がしっ

かりと定まっており、その経営目標の到達度が従業員に広く認識されているということ

を意味している。一方人的資源管理については、高いパフォーマンスを達成した従業員

に対して報酬、昇進などの面で速やかな対応がなされ、人材育成にも力を入れている場

合について経営スコアが高くなるようになっている。 

 表 5 は、以上のように計算された日韓の経営スコアである。これをみると、日本の経

営スコアは第 1 回に比べて第 2 回の経営スコアがわずかながら低下しているのに対し、

韓国の経営スコアは、第 2 回の方が第 1 回を大きく上回り日本にキャッチアップしてい

る。これを組織管理と人的資源管理のスコアに分けてみると、日本の場合は組織管理 

のスコアはあまり変化が無いのに対し、人的資源管理のスコアが、全体の経営スコアの

低下要因になっていることがわかる。一方韓国では、組織管理、人的資源管理双方とも

にスコアを上げており、特に人的資源管理のスコアは日本に並んでいる。 

 

 

(表 5 挿入) 

 

 しかしこの経営スコアの違いには、第 1 回と第 2 回における調査対象の産業の違いも

反映されている。そこで日本のデータについて、第 1 回調査の対象産業に属している企

業に限って第 1 回調査と第 2 回調査の経営スコアを比較すると、第 2 回における経営ス

コアの低下はわずかになる。しかも組織資本に関する経営スコアは変化していない。こ
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のことは、日韓の経営スコアの縮小の要因の一つが、第 1 回の調査対象企業以外の業種

にあることを示唆している（表 6 参照）。 

 

（表 6 挿入） 

 

 この調査から導き出した経営スコアが、日韓や第 1 回と第 2 回で有意な差があるかど

うかを、Kolmogorov=Smirnov test で検証した。Kolmogorov=Smirnov test は、

)()(sup xGxFD nmxmn   で定義される 2 種類の累積分布（ここでは、日韓や第 1

回と第 2 回の経営スコアの分布）の最大距離（ mnD ）を取った際に、 cD
nm

mn
mn 

2/1)( （c

は定数）の場合に二つの累積密度関数が等しい（すなわち、F(x)=G(x)）という帰無仮説が

棄却されることを使って、二つの分布が等しいかどうかを検定する統計量である。 

 表 7 は、この Kolmogorov=Smirnov test をまとめたものである。第１回、第２回の

調査とも日本のスコア分布が韓国のスコア分布よりも有意に上回っていることがわか

る。すなわち、日本は経営スコアの平均値だけでなく、分布全体として韓国よりも良好

なスコア分布をしているということがわかる。一方、日本、韓国について第１回と第２

回の調査結果の違いをみると、日本は全体的に、第１回調査の方が第２回調査よりもス

コア分布が良い方に分布していたことがわかる。ただ人的資源管理に関するスコア分布

に関しては第１回と第２回では有意な差は見られない。これに対して韓国の方は、第２

回調査のスコア分布の方が第１回よりも有意に良好であることがわかる。これもまた、

韓国の第２回調査における平均スコアが第１回のスコアを上回っていることと整合的

である。 

 

（表 7 挿入） 
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 第 2 回の調査では、第 1 回と共通の調査の他に、日韓の企業行動の差が明確になるよ

うな質問を用意した。その回答を表 8 にまとめている。まず国内市場のウエイトでは、

やはり日本の企業のほぼ 2/3 が、国内市場のウエイトが 75％以上であると答えている。

これに対して韓国では、国内市場のウエイトが 75％以上であると答えた企業は全体の

半数以下である。競争環境でも日韓の違いは大きい。日本では 6 社以上の競合会社があ

る場合は、全体の半数以上を占めるのに対し、韓国では競合会社が 5 社以下と答えた企

業は全体の 3/4 にものぼる。 

 

(表 8 挿入) 

 

 海外で競合する日韓企業の最も大きな違いは、意志決定スピードの差であると言われ

る。第 2 回調査ではいくつかの局面について、日韓企業の意志決定スピードを尋ねてい

る。まず表 8－3 に見られるように、既存の組織目標の見直しや運用に関わる時間は、

韓国企業の方が日本企業に比べて圧倒的に短い。韓国企業の 65％が、組織目標の見直

しや運用に関する決定を 3 カ月以内で行うのに対し、日本では同様の決定を行うのに半

年以上要する企業が約 3/4 もある。一方組織決定に関わる根回しの時間の割合は、40％

以上の日本企業が 20％未満と答えているのに対し、韓国企業は、20％から 60％の割合

が 6 割を占めている。ただし、先ほどの組織目標の見直しや運用にかかる時間を考慮す

ると、日本企業の根回しに要する時間が韓国企業より短いとは言えない。表 8－3 から

多くの日本企業が組織決定に至るまでの時間を 10 カ月としよう。その中で根回しにか

ける時間の割合が 20％ならば、実際の根回しの時間は 2 カ月ということになる。一方

韓国では組織決定に至るまでの時間が大体 3 カ月なので、もし根回しの割合が 40％と

しても、実際の根回しの時間は 1.2 カ月になる。 
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 ただし新規事業に関して要する時間は、韓国の方が必ずしも速いとはいえない。日本

の場合は、極端に早く決定する場合と、決定に半年以上かかる場合の 2 極に分化してい

る。一方韓国の場合は、新規事業の決定に半年以上かかる企業の割合が 6 割近くにのぼ

る。既存事業の撤退に関しても新規事業の決定と同じ傾向である。大方の予想に反して、

日本企業の方が決定時間の短い企業の割合が多い。 

 最後に事業担当者が有する情報についての比較について述べておこう。表 8－7 をみ

ると、事業担当者が全体の戦略情報の中で、保有している情報の割合が 40％未満の企

業は、日本が 40％あるのに対し、韓国はわずか 12％である。このことは全般的に韓国

の方が、事業レベルの意思決定に要する情報に関して、日本よりもより多くの情報が担

当者に与えられているという意味で、韓国の方が、decntralization が進んでいるとい

える。また表 8－8 は、事業担当者が有する情報のうち、インフォーマル・ルートの割

合に関して、必ずしも日本の企業が韓国よりもインフォーマル・ルートの割合が多いと

はいえないことを示している。 

 

４．経営スコアと R&D 行動 

4－1 経営努力と R&D 

 経営努力が R&D に及ぼす影響を考えるため、Aghion and Tirole (1994a, 1994b)を

参考に次のようなモデルを考える。6まず次のような企業 i の生産関数を考える。 

 

（1）  ),( iiii LKFAY   

 

ここで、Y は企業の生産（付加価値）、A は企業の生産性、K は資本量、L は労働投入

                                                  
6 Aghion and Tirole (1994a, 1994b)のモデルは、もともと Grossman and Hart (1986)や Hart and Moore 
(1988)らの不完備契約モデルを、研究者がイノベーションを起こしやすいインセンティヴ・モデルに応用

したものである。したがって彼らの目的は、イノベーションを起こしやすい報酬と制度のあり方を考察す

ることにあるが、本稿ではそこまでは踏み込まない。 
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量である。このときこの企業の生産性は、 

 

（2）  iii eRGA )(  

 

で表されるとする。Aghion and Tirole (1994a, 1994b)は、イノベーションを起こす確

率が、研究開発資源の投入量と研究者のインセンティヴに依存すると想定したが、ここ

でも、R を研究開発資源の投入量とみなし、財単位で投入量が図られると考える。そし

て G(R)は研究開発資源の投入によって生産性が向上する確率と考え、

0)('',0)('  RGRG を仮定する。ただし e は、研究者の研究へのインセンティヴでは

なく、研究開発をサポートする経営努力と考え、e>1 を仮定する。このような前提のも

とで、企業の利潤（ i ）最大化は、 

 

（3）  )(),()( iiiiiiiii ecRwLrKLKFeRGMax   

 

で表される。ここで、r は実質金利、w は実質賃金である。この生産要素価格が競争的

な市場で決定されていると考えると、資本、労働といった通常の生産要素の投入量は、

標準的な利潤最大化を通して決定される。また )(ec は、企業の経営努力に関する費用で、

0)('',0)('  ecec を仮定する。すなわち、Penrose(1959)が考えたように、企業内の経

営能力は有限であるため、経営努力を増せば増すほど、それに伴うコストが逓増すると

想定する。このため、最適な研究開発資源の投入量(R*)と最適な経営努力(e*)は、 

 

（4）  01),()(' *** iii LKeFRG  

（5）  0)('),()( ***  iiii ecLKFRG  
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となる。この（4）および（5）式から、最適な経営努力と最適な研究開発資源投入量と

の関係は、 

 

（6）  0
)(')(")('

})(")('){('
****

****

*

*







iiii

iiii

i

i

eecRGRG

eececRG

de

dR
 

 

となる。すなわち（6）式は、企業の最適な経営努力と最適な研究開発資源が正に相関

していることを示している。 

 

4－2．Probit 分析 

前節の（6）式から、経営努力を行う企業では研究開発資源の投入も増え、結果的に

生産性向上への確率も上昇することになる。こうした関係をもとに我々は、以下のよう

な Probit 関数を推計する。 

 

（7） ),(),|1(Pr iiiii xexeRob   

 

（7） 式の左辺は、企業 i が研究開発活動を行う確率であり、e はインタビュー調査

から得られた経営スコアによって表される経営努力、x は経営努力の他に研究開発活動

に影響を及ぼす変数である。我々の推計では、企業年齢と従業員数で測った企業規模を

x として選んでいる。経営スコアのデータは日本及び韓国の第 1 回、第 2 回のインタビ

ュー調査から算出したものである。また研究開発投資は、各調査に対応する期の企業活

動基本調査、日本政策投資銀行財務データ、韓国財務データからデータを取得している。

こうした財務データは、第 1 回のインタビュー調査に関しては 2006-08 年度決算、第 2

回のインタビュー調査に関しては 2009－2011 年度決算のデータを対応させている。こ
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れは、Bloom and Van Reenen (2007)や Lee et, al. (2009)のように、management 

practice は単年度ではあまり変更がないため、複数期間の財務データを対応させること

ができると考えたためである。経営スコア以外で、推計に利用したデータの記述統計量

は表 9 にまとめている。 

 

（表 9 挿入） 

 

 まず日本と韓国の第 1 回調査および第 2 回調査を使った全サンプルの推計結果を表

10 で見てみよう。表 10－1 を見ると、経営スコアの係数は、全体、組織管理に関する

経営スコア、人的資源管理に関する経営スコアのいずれの場合についてもほぼすべての

推計において正で有意である。すなわち、経営努力による経営スコアの向上は、研究開

発行動につながる可能性を示している。企業規模の変数を含めない推計の場合、企業年

齢に関する係数は、正で有意となるが、この有意性は、企業規模を説明変数に加えると

消えてしまう。一方企業規模の係数は正で有意となるため、規模の大きい企業ほど有意

に研究開発行動を起こす確率を高めることを示している。 

 

（表 10 挿入） 

 

 次に日本と韓国にサンプルを分けた推計結果を見てみよう（表 10－2 参照）。表 10

－2 を見ると、経営スコアの全体平均はいずれの推計についても有意で正となっている。

係数のすぐ下の<>内は、経営スコアが 1％上昇した際に研究開発を実施する限界確率を

示しているが、平均スコアの変化に関する感応度は日本が高い。 

しかし、これを組織管理のスコアと人的資源管理のスコアに分けて推計すると日韓の

推計結果に違いが現れる。すなわち、日本は組織管理スコアのみが正で有意なのに対し、
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韓国では人的資源管理スコアのみが正で有意となる。組織管理スコアが高いということ

は、組織に透明性があり、組織の目標が各部署に浸透し、常に組織目標との乖離を検証

していることを示しているが、このことは、丹羽（2013）では、研究者のインセンテ

ィヴは組織目標と、個人的な研究目標が一致すると上昇すると述べられているが、この

考え方の前提には、組織の目標が研究者レベルに認識されていなければならない。それ

を考えると、組織目標が広く各部署に浸透するということは、丹羽（2013）の前提条

件を満たし、研究活動を行う基盤が整っていると考えられる。一方韓国では、成果を素

早く報酬や昇進に反映したり、人材育成をより行う企業で研究開発が行われる傾向があ

る。 

その他の説明変数についても日韓の違いが見られる。企業年齢に関しては、日本が古

い企業ほど研究開発を行っているのに対し、韓国では企業年齢の若い企業ほど研究開発

を行う確率が高い。若い企業ほど企業規模が小さいことを考えれば、これは中小企業の

研究開発が日本より韓国で活発であるという Kim and Ito(2013)の結果と整合的である。 

 

4－3 Tobit 分析 

 前節は、経営スタイルの違いによって、研究開発活動を行うか否かを Probit 推定で

検証した。しかし（6）式が意味するところは、経営努力を進めると、研究開発資源投

入量が増加していくという関係であった。したがって、ここでは一定以上の経営努力を

すると、研究開発資源投入量が増加すると考え、次のような Tobit model を推計するこ

とにする。 
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（8） 

otherwise
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ここで（8）式の左辺は、研究開発費を売上高で除した研究開発集約度である。 

 この（8）式を推計した結果は表 11 に要約されている。まずすべてのサンプルを利用

した推計結果（表 11－1）を見ると、全質問項目の平均スコアの係数は正ではあるが有

意ではない。これを組織管理スコアと人的資源管理スコアに分けて推計すると、組織管

理スコアは正で有意となるが、人的資源管理スコアは符号がマイナスで有意となってし

まう。すなわち、全サンプルを使った推計結果では、組織目標の浸透度や達成度の検証

をよく行う企業ほど研究開発投資比率が高いという結果が得られる。また企業年齢は負

で有意となり、若い企業ほど研究開発投資比率が高くなることがわかる。 

 

（表 11 挿入） 

 

 次に、国別の推計を行うと、日本では全体の経営スコアの係数が正で有意となる。ま

た日本では組織管理スコアが高くなる企業においては研究開発投資比率も高くなって

いる。しかし韓国では、経営スコアと研究開発投資の規模に関係は見られず、年齢の若

い企業ほど研究開発投資比率が高いという結果だけが得られる。 

 

4－4 個別質問項目と研究開発投資 

Probit 推計及び Tobit 推計では、経営管理の種類によって研究開発行動との関係が異

なることが示された。そこで、より詳細に組織管理及び人的資源管理の個別の質問項目
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と研究開発行動の関係を調べた。推計は、日韓のすべてのサンプルまたは国別のサンプ

ルを用いて、Probit 推計及び Tobit 推計の両方を行い、単一の質問項目のスコアと研究

開発の有無または研究開発投資比率との関係をみた。制御変数としては、企業年齢及び

企業規模を用いた。表 12 は推計結果の要約だが、ここでは、個別の質問項目の係数の

有意性だけを示している。 

 

（表 12 挿入） 

 

 表 12 をみると、組織管理の項目が研究開発行動や研究開発の規模と深く関係してい

ることがわかる。特に日本では、組織目標の達成度の点検や権限移譲、IT の活用など

が研究開発行動と深い関わりを有することがわかる。 

 一方人的資源管理では、報酬を通した職員へのインセンティヴ付けが、日本の研究開

発行動と強い関係を有していることがわかる。韓国でも成果の高い職員への素早い対応

が研究開発行動と関係があるが、それだけでなく、人材育成や中核人材の確保が研究開

発にとって重要であることがわかる。 

 第 2 回のインタビュー調査では、経営管理以外に企業の経営環境に関する質問を行っ

ているため、その中から海外市場への依存度や国内市場シェアに関する質問項目を選び、

これを説明変数に加えた推計を行った。この質問は第 2 回のインタビュー調査のみ行っ

ているので、サンプル数を確保する観点から、日韓の企業を合わせたサンプルで推計を

行った。推計結果をまとめた表 13 を見ると、Probit 推計は、新たな質問項目を含まな

い推計とほとんど違いはないが、Tobit 推計では経営スコアの有意性は失われてしまう。

市場シェアに関する係数は、すべて正で有意であり、市場シェアが 5％未満の企業に比

べれば、研究開発を行うインセンティヴがあることを示している。一方海外市場への依

存度は、非常に依存度が高い企業ほど研究開発投資比率が高くなるが、依存度が 25－
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50％の場合も正で有意であることから決定的な結論を得るには至っていない。 

 

4.5 推計結果のまとめ 

 以上の推計結果をまとめると、日韓とも経営管理は、研究開発行動を行うか否かとい

うことと重要な関係を有していることがわかる。特に日本では組織管理において組織目

標を絶えず検証していき、権限委譲をすることが研究開発活動と深い関わりを持ってお

り、このことは日本に関するこれまでの技術経営での先行研究と整合的である。韓国で

は組織管理は日本ほど重要性を持たないが、人材確保や人材育成を中心とする人的資源

管理は、研究開発活動にとって重要な要素となっている。 

 

５．結論と今後の課題 

 グローバル化が進み、企業が国境を超えて、人材や資本を調達でき、技術の伝播速度

も進む中で、企業パフォーマンス違いを生む出す要因として各企業の経営努力や経営文

化の違いが注目されている。Acemoglu, et, al. (2003)は、追随型の技術革新の際には経

営能力をさほど必要としないが、技術水準がフロンティアに近づいた際には、イノベー

ションにおいて経営能力の重要性が増すと述べている。 

本稿は、こうした問題意識の端緒となった Bloom and Van Reenen (2007)が実施し

た経営管理に関するインタビュー調査にならった調査を日本と韓国で 2 回にわたって

実施し、両国の経営管理の違いを把握するとともに、その違いが研究開発活動にどのよ

うな影響を及ぼすかを調べた。 

 まずインタビュー調査の結果から得られた経営スコアを見ると、日本の経営スコアは、

人的資源管理のスコアが低下したために、第 1 回に比べて第 2 回のスコアは少し低下し

ている。一方韓国は、逆に第 1 回に比べて第 2 回の組織管理、人的資源管理のスコアが

上昇したことで、全体のスコアが上がり日韓のスコアの差は縮小している。ただし、日
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本の第 1 回と第 2 回の調査対象業種を合わせてスコアを比較すると、それほど変化がな

いことから、日本の経営スコアの低下は、第 2 回に新たに加わった業種の影響によると

考えられる。 

 この経営スコアを算出するための質問以外の問いに関し、第 2 回の調査から日韓企業

の特徴を見ると、日本企業の方が、内需志向が強く、かつ国内では韓国より多い同業他

社との競合にさらされていることが確認できる。また組織目標の変更や見直しに要する

時間は韓国の方が短く、現場の従業員が把握している情報の割合も多い。 

 このインタビュー調査から算出した経営スコアと従業員規模のデータと研究開発に

関するデータを使って、経営スコアと研究開発行動に関する関係を実証的に検証した。

実証方法は Probit 分析と Tobit 分析の双方を利用した。Probit 分析では、経営スコア

が研究開発行動の有無に関係しているかどうかを調べたが、日韓全体のサンプルを利用

した推計では、おおむね経営スコアの高い企業では、研究開発が行われていることが確

認できた。また全体の経営スコアを組織管理と人的資源管理に分けると組織管理と研究

開発行動の関係性が強いことが分かった。この点は Tobit 分析及び日本だけのサンプル

を使った推計でより明瞭になる。 より詳細に質問項目と研究開発行動の関係を調べる

と、日本は組織目標の達成度の検証や権限移譲、IT の活用が研究開発活動と関連性が

あることがわかる。一方韓国では人材確保や人材育成の方が研究開発活動との関わりが

強い。また海外依存度の強い企業は、研究開発活動も活発だが、決定的な関係を得るま

でには至っていない。 

 今回の分析は、（6）式からわかるように、経営努力と研究開発行動がともに内生変数

であることと、2 時点のインタビュー調査の結果を利用せざるを得なかったことから、

両変数間の関係性を検証したに留まっている。恐らくは、研究開発行動から経営努力へ

の因果性は考えにくいことから、逆の因果性の可能性が強いと言えるが、より正確な分

析をするとすれば、インタビュー調査時点よりも後の研究開発データを利用し、操作変
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数法を使って、経営努力から研究開発行動への因果性の検証をすべきである。7 

また我々の分析は、インタビュー調査に基づいているため、Aghion and Tirole (1994a, 

1994b)のモデルにおける研究者の研究意欲を引き出す源泉を経営努力と置き換え、経営

努力と研究開発行動の直接的な関係を検証するに留まっている。しかし、彼らのモデル

では、研究者の意欲を引き出すための研究成果の分配契約にまで議論を進めている。ま

た、Aghion, Van Reenen, and Zingales (2013)は、経営者が研究開発に注力するインセ

ンティヴを増加させるために、どのような資金調達方式が望ましいかということを議論

している。日本では、Hosono, Tomiyama, and Miyagawa (2004)が資金調達方法と研

究開発支出との関係を調べているが、その資金調達方式が研究者の研究努力や、それを

引き出すための経営努力にまでは言及していない。今後はこうした資金調達方式を通し

たコーポレート・ガバナンスのあり方と経営努力、研究開発意欲の関係を踏まえながら、

研究開発行動を考えていくようなデータの整備と実証分析が必要とされるだろう。 

 

 

  

                                                  
7 こうしたインタビュー調査結果と企業パフォーマンスとの関係を内生性を考慮して分析することは非常

に難しい。唯一の例外は、Bloom et,al. (2013)がインド企業の経営管理に関して調べた分析である。ここで

は、彼らは、け栄コンサルティングを受け入れた企業とそうでない企業のパフォーマンスを調べることに

より、経営コンサルティングを外生的に捉えることに成功している。 
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補論１：インタビュー調査における質問項目リスト（第 1 回） 

 

 

 

 

【スコアリング情報】 【（　）内は定量的定性的付随情報】
１．経営理念（ビジョン）の浸透

・ 御社が長年にわたって掲げておられる経営理念はありますか.
・ その理念を職員全員が共有するためにどのような工夫をされていますか.(例えば朝礼やカードにして携帯するなど）．
・ その理念は社外の取引先や株主にも支持されていますか．

2．組織目標の運用
・ 全社，部，課などレベルを問いませんが，複数の段階でヴィジョンやスローガンに留まらない具体的な数値目標を持っていますか．
・ 各部門の目標は、整合性がとれるように、部門間で調整されていますか。
・ これらの目標は、経営理念または長期的な全社レベルの目標と整合性が保たれていますか．

2－１．組織目標の運用（目標水準の設定）

・ たとえば部や課の目標水準の設定は，単に上位の部門から与えられるものでしょうか。それとも現場の意見が考慮されてきまるのでしょうか．

・ その目標水準は努力目標として妥当な水準になっていますか．
・ また，他の部や課と公平性を確保する様，目標水準をチェックしていますか．そのための方法を一つ挙げてください． （　　　　　　）

２－２．組織目標の運用（目標の浸透）
・ すべての職員は所属している組織の目標を知っていますか．

・ 全社，部，課色々なレベルの目標がある場合，それら目標の優先順位を理解していますか．

・ それら目標水準について、職員は十分に納得していますか．具体例があれば教えて下さい. （　　　　　　）

２－３．組織目標の運用（目標達成度・パフォーマンスのチェック）
・ 達成度のチェックを行っていますか．そのための方法を一つ挙げてください． （　　　　　　）
・ それは必要に応じてということではなく，定期的に行われていますか．またどの程度の頻度で行われていますか （　　　　　　）
・ 定期的なチェックだけではなく，自ら進んでさらに追加的なチェックが行われていますか．

２－３－１．組織目標の運用（目標達成度・パフォーマンスのチェック結果の浸透）

・ チェックした結果は部署内でオープンにしていますか。

・ 部署内だけでなく関連部署間でもオープンになっていますか．
・ その際に部署によって異なる目標水準達成度を公平に比較できる(例えば残業時時間数など共通の尺度を持つなど）よう工夫していますか．

２－３－２．組織目標の運用（チェック結果－目標未達の場合の対応）

・ 目標が未達であることがわかった場合，管理職と職員を交えた会議を速やかに開いていますか。

・ 検討後，修正点が部門内に行き渡り、対応措置が速やかに実施されますか．
・ 問題点、対応策が当該部門あるいは必要であれば他部門にまで周知徹底されますか？事例があれば教えて下さ（　　　　　　）

２－３－３．組織目標の運用（チェック結果－目標達成した場合の対応）
・ 目標が達成された場合はあらためてその目標を継続するか、さらに改善した目標を設定するかを検討されますか．
・ さらに改善した目標を設定してから運用、実施までにどれだけの期間がかかりますか．
・ この措置は全社レベルで制度化されていますか．

３．組織内の非定型的コミュニケーション
・ 定型化された会議以外に、インフォーマル・コミュニケーションを増やすような対策や行事

（例えばキーパーソンだけの非公式なミーティングなど）を行っていますか.事例を一つ挙げてください. （　　　　　　）
・ インフォーマル・コミュニケーションは、部門を越えて行われていますか.
・ インフォーマル・コミュニケーションは、階層を越えて行われていますか.

4．組織改革の実行
・ 過去10年の間に組織改革をされましたか． いつごろですか． （　　　　　　）
・ その際にコンサル会社を使いましたか． 費用はいくら位でしたか． （　　　　　　）
・ 組織改革後に効果を数量的に把握しましたか． 収益上昇，費用削減は何％アップ と評価していますか． （　　　　　　）

4－1　組織改革、戦略変更の時間
・ 組織改革に1年以上の時間を要しましたか。 準備期間を含めて何年くらいかかりましたか． （　　　　　　）
・ 組織改革の必要性は、どこから生じたのでしょうか。トップのリーダーシップでしょうか。
・ 組織改革の際に、中間管理職も改革に向け協力し、一体感が生まれましたか。

4－２．組織改革の効果の範囲
・ その効果は部や課といった部署内で表れましたか．表れた場合，効果の事例を一つ挙げてください． （　　　　　　）
・ その効果は一つの部署にとどまらず部署間でも表れましたか．表れた場合，効果の事例を一つ挙げてください． （　　　　　　）
・ 社内だけではなく取引先との間でも表れましたか．表れた場合，効果の事例を一つ挙げてください． （　　　　　　）

４－３．組織改革の内容（権限委譲）
・ 組織改革によって決定権限の下部委譲はありましたか．
・ 下部委譲とともに役職は簡素化されましたか．
・ その結果として仕事の内容ややり方は変わりましたか．変わったことがあれば事例を一つ挙げてください， （　　　　　　）

４－４．組織改革の内容（IT活用）
・ これまでＩＴ化を進めて、紙ベースの書類流通量の減少化など業務の効率化に行ってこられましたか。あれば事例を一つ（　　　　　　）
・ 最近十年間で、IT化を利用して、単なる業務効率化を越えて、組織改革にまで着手されるようになりましたか.
・ IT化を利用した組織改革によって、新たな収益が得られる機会が生まれていますか．事例を一つ挙げてください． （　　　　　　）
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５．昇進制度および報奨制度
・ おもに成果主義ですか。
・ 多くが成果に基づく昇進になっている場合、目標管理制度を利用されていますか．またもし目標管理制度を利用されている場合、それはいつ頃からでしょうか。
・ 目標管理制度を活用した成果主義を導入されて、職員のパフォーマンスは上昇しましたか。

６．モチベーション向上のための工夫
・ 昇進や報酬といった制度以外に従業員のモチベーションを上げるために何か工夫していますか。一つ例を挙げてください． （　　　　　　）
・ それは全社で制度的に運用されていますか。
・ そういった工夫をしたことにより、従業員のモチベーションや定着率，および仕事のパフォーマンスは上がったところをチェックされていますか．

７．パフォーマンスが低い職員への対応
・ 口頭での注意以外に何らかの具体的な対応をしていますか．
・ その対応には平均的な任期よりも早期の異動といった措置が含まれていますか．
・ その異動は問題認識後に即座（定期異動前）に行われますか．

８．パフォーマンスが高い職員への対応
・ ミーティングで管理者が褒めるなどにより，パフォーマンスが高い結果を出したことを部署内で明らかにしていますか．
・ それを報酬や昇進に繋げるような制度はありますか．
・ その制度を導入したことにより従業員のモチベーションは上がっていますか．

９．優秀な人材の確保
・ 前の質問に出たパフォーマンスの高い、コアになる優秀な人材を社内で特定できますか．　それはどのような人材ですか． （　　　　　　）
・ そのような人材は，その他の職員と異なる処遇を受けていますか． それはどのような処遇ですか． （　　　　　　）
・ そのような人材の流出を未然に防ぐことができましたか．

10．管理者の人的マネジメント評価
・ 管理者には，部下の育成をどの程度行なうべきかといった明確な尺度を与えていますか．
・ 優秀な部下を育成した管理者に報酬，昇進などのインセンティブを与える制度はありますか．
・ その制度を導入したことにより管理者のモチベーションは上がっていますか．

11．研修による人材育成
・ 職員の業務上の能力向上を目的に職能別研修や課題別研修を行っていますか． 1年のうち平均してどれだけの期間が研修にあてられていますか． （　　　　　　）

（職能別研修とは管理、営業、研究開発、製造などの各部門で必要となる専門能力の研修．
　課題別研修とは語学、OA,コンピュータ関係、公的資格等のための研修を指す）

・ それらの研修は業績に貢献していますか．事例を一つ挙げてください． （　　　　　　）
・ それらの研修による効果は他社に移っても即戦力となる位のレベルですか．

12．OJTによる人材育成
・ OJTは日常的に行われていますか． 上司の業務時間の何割が部下の指導にあてられいますか． （　　　　　　）
・ OJTは業績に貢献していますか．事例を一つ挙げてください． （　　　　　　）
・ OJTによる効果をモニタリングしていますか．その方法を一つ挙げてください． （　　　　　　）

13．職員の専門性
・ ローテーションは例えば２～３年というように期間で決めていますか．
・ 専門性を培うために長期間にわたり特定の部署に置くことはありますか．
・ 職員の専門性獲得のための体系的なプログラムを持っていますか．
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補論 2：インタビュー調査における質問項目リスト（第 2 回） 

1 経営環境と変化への対応
a  まず、御社がビジネスをしている市場についてお訊きします。　国内と海外のウェイトはどの位でしょうか？

1 75％以上国内
2 50％から75％までが国内
3 25％から50％までが国内
4 75％以上が海外

b 御社で最も売上比率の高い製品またはサービスの、市場での競争状況をどのようにお感じになってますか？
1 緩やか
2 厳しくも緩やかでもない
3 厳しい
4 とても厳しい

c お答えいただいた製品またはサービスについてですが、御社の市場シェアはどれくらいですか？
1 0－5％程度
2 5－10％程度
3 10％－25％程度
4 25％以上

d 御社とシェアを競い合っている競争相手は何社ですか？
1 １社以下
2 ２～５社
3 ６社～１０社
4 それ以上

e 主要製品の市場が好調で、製品価格の上昇が長く続いている（または価格が高水準で維持されている）場合、どのような行動をとられますか。（2つまで選択可）
1 当該製品の生産施設の能力増強投資を行う。
2 製品の生産能力を上げるために工場の稼働時間を延長する。
3 現状維持
4 関連分野の人員を追加で配置する。または新規採用を行う。
5 当該製品に対する広告費や販売活動費を減らす。

f 逆に主要製品の市場が不調で、製品単位で損失が出るなど、憂慮すべき状況が続く場合の対応をお教え下さい。（2つまで選択可）
1 当該製品の販売縮小や生産ラインの稼働縮小を行う（雇用のリストラを含む）。
2 価格を下げる。
3 当該製品の生産費用を抑える工程を開発する。
4 当該製品の新しいマーケティング方法を模索する。
5 当該製品の性能改善、デザイン改善、新製品の開発などを推進する。

g 今年3月に起きた東日本大震災に関しまして、もし貴社の従業員の方々で被害に会われた方々がいらっしゃったり、生産・販売施設が被害を被られたりされましたら心よりお見舞い申し上
さて、この、未曽有の大震災を契機に、貴社の方で、生産設備の移転、製品の見直しなど大きな経営戦略の変更等がありましたらお教え下さい。

以上で経営環境についての質問は終了です。
それから、もしよろしければ全部の質問を終えて御社をおいとまする際に、御社の最も売上比率の高い製品またはサービスを
説明したパンフレットを１部頂戴できれば幸いです。後ほど御社をより知るために勉強したいと思います。 （可・否）

次に御社の企業としての目標や、日常業務における生産管理、組織管理、人事管理についてお訊きします。
お訊きする事柄に対しまして、「はい」または「いいえ」でお答えください。

2 生産管理について
2-1 生産方式

2 御社の生産方式を教えていただけますか。汎用品の生産の場合、原材料在庫を極力抑える方法をとっておられますか。（主力製品が受注生産の場合は、そこで質問を止めて
3 在庫をできる限り抑え方法の中で、御社に特徴的な方式があったらお教え下さい
4  在庫を極力抑える方法をとった場合、生産面に支障が生じる場合はないでしょうか（例えば、今回の大震災のケースのように）

2-2 御社の生産方式の採用理由
2 御社がとられている生産管理・在庫管理は、御社が、自らの生産環境を踏まえて独自で開発されたのでしょうか。それとも他社が採用しているからでしょうか。（他社が採用し
3 御社のような在庫管理方式をとっているのは、コスト低下のためですか。
4 御社がとられている在庫管理方式は、コスト低下のためだけではなく、物流システムや新たなイノベーションなど会社の他のシステムにも良い影響を与えると考えたおられるか

2-3 生産工程の改善
2 ここ5年間の間に主要製品の製造工程を改善されていますか。
3 どのようにして、生産工程上の問題点を把握されていますか。 最近の工程上のトラブルがあれば教えて下さい。
4 工員の方々は、何か工程上の改善について提言をされていますか。

3 組織目標
　３－１　まず目標の設定についてお訊きします。

2 各部署における目標の設定は、上位の部署ではなく当該部署（現場）が決めていますか？
3 その目標の達成難易度は、厳しすぎたり易しすぎたりしない適度なレベルになるよう工夫されていますか？
4 他の部署と難易度を比較して公平性が保てるように管理されていますか？　具体的な管理方法を一つ挙げてください。 （　　　　　）

　３－２　次にその目標の浸透度合いについてお訊きします。
2 自らが所属する組織目標の内容をすべての職員は知っていますか？
3 課、部、事業部等色々なレベルで組織目標が設定されている場合、職員は優先順位など各目標間の関係を理解していますか？
4 多くの職員は組織目標を単に知っているだけでなく、十分に納得し自らの動機として業務に従事していますか？

　３－３　目標をお決めになったら、それが達成されているか否かのチェックをされることが考えられます。
2 御社では目標を達成したかどうかの確認を行っていますか？　その確認方法を一つ挙げてください。 （　　　　　）
3 その確認は定期的に行われていますか？　　　　　　　どの程度の頻度で確認してますか？ （　　　　　）
4 制度として決められた確認作業に加えて、職員が自ら進んで目標達成の確認を行うことはありますか？

　３－３－２　達成度を確認した後、その結果をどのように取り扱われているかについてお訊きします。
2 目標達成の確認を行い得られた結果は、良くても悪くても部署内でオープンにしていますか？
3 部署内だけでなく、業務で繋がりのある他の部署との間でもオープンになっていますか？
4 部署間で達成度を公平に比較できる評価方法（例えば残業時間数等の尺度を設定）はありますか？

その評価方法を一つ挙げてください。 （　　　　　）

　３－３－３　確認した後、目標未達だった場合の対応についてお訊きします。
2 もし、目標未達であった場合、管理職と職員は速やかにミーティングを持っていますか？
3 ミーティングにより得られた改善事項は、部署内で周知されるとともに対応措置が速やかに実施されていますか？
4 その改善事項は、他の部署にも周知徹底されていますか？

他の部署と共有された改善事項の事例を一つ挙げてください。 （　　　　　）

　３－３－４　逆に、目標を達成できた場合の対応についてお訊きします。
2 目標が達成された場合、より高いレベルの目標設定に見直しすることを検討しますか？
3 見直した目標の検討および運用実施に要する期間は３ヶ月以内ですか？ どれくらいの期間ですか？ （　　　　　）
4 目標達成後速やかに高いレベルの目標に変更するという措置は御社内で制度化されていますか？
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4 人事管理
　4－１御社におかれましては、職員のモチベーション向上のために日頃色々とご苦労されていると思います。

まずはその方策についてお訊きします。
2 御社における職員の評価は、おもに成果主義ですか？ そうなったのはいつ頃ですか？ （　　　　年）
3 昇進や報酬以外に職員のモチベーションを上げる方策をお持ちですか？　一つ事例を挙げてください。 （　　　　　）
4 その方策により得られた効果、たとえばモチベーション向上や定着率上昇、或いは業績改善などを確認していますか？

　4－２　さきほど目標達成に関連して組織という観点でお訊きしましたが、今度は人事面という切り口で質問致します。
2 達成度が低い職員に対しては、口頭での注意以外に何らかの具体的な対応をとっていますか？
3 その対応の中には平均的な任期よりも早期の異動といった措置が含まれていますか？
4 その異動は、早期に、少なくとも定期異動前に実施されますか？

　4－３　逆に達成度が高い職員に対しての対応についてお訊きします。
2 ミーティングで管理者が褒めるなどにより，パフォーマンスが高い結果を出したことを部署内で明らかにしていますか？
3 報酬や昇進に繋げるような制度はありますか？
4 その制度を導入したことにより従業員のモチベーションは上がっていますか？

　4－４　次に管理職についてお訊きします。
2 管理者には，部下の育成をどの程度行なうべきかといった明確な尺度を与えていますか？
3 優秀な部下を育成した管理者に報酬，昇進などのインセンティブを与える制度はありますか？
4 その制度を導入したことにより管理者のモチベーションは上がっていますか？

5 人材育成
　5－１　ここからは人材育成についてお訊きします。

2 職員の業務能力向上を目的に定期的な研修を行っていますか？
a 年度内に実施される研修期間は合計で何日くらいですか？ （　　　　日）
b 研修には専門能力を得るための職能別研修と資格習得を目的とする課題別研修がありますが、御社ではどちらが主体ですか？
・ 職能別研修主体
・ 課題別研修主体
・ おおむね半々

3 それら研修は業績向上に貢献していますか？ 成功事例を一つ挙げてください。 （　　　　　）
4 その効果は他社に移っても即戦力となる位のレベルですか？

　5－２　OJTも重要であるとよく言われています。次にこのことについてお訊きします。   
　 2 OJTは日常的に行われていますか？　また、上司の業務時間のうちの何％があてられていますか？

全社平均的なイメージ、或いは難しいようでしたら特定の部門でお答えください。
a 全社平均像 （　　　　％）
ｂ 現業部門 （　　　　％）
ｃ 事務部門 （　　　　％）
ｄ その他専門部門 （　　　　％）

3 OJTは業績に貢献していますか？　成功事例を一つ挙げてください。 （　　　　　）
4 OJTによる効果をモニタリングしていますか？　　その方法を一つ挙げてください． （　　　　　）

　5－３　人材育成についての考え方は、ローテーションにも反映されると思います。
2 御社のローテーションは柔軟性を持っている、たとえば２～３年といったベースの任期を守る確率は半分に満たないと思いますか？
3 専門性を培うために長期間にわたり特定の部署に置くことはありますか？
4 専門性獲得のための体系的な、たとえば研修、ＯＪＴおよびローテーションを総合的に勘案したプランまたはプログラムを持っていますか？

6 人材確保
　6－１　続きまして人材そのものについてお訊きします。

2 御社では各部署で中核となる優秀な人材を特定できますか？　　それはどのような特性を持った人物ですか？ （　　　　　）
3 そのような人材は，その他の職員と異なる処遇を受けていますか？　　それはどのような処遇ですか？ （　　　　　）
4 そのような人材の流出を未然に防ぐことができていますか？

　6－２　昨今では海外の人材活用も高い関心を呼んでいます。
2 御社の役職員の中に外国人はいますか？　外国人の方は全役職員のうち何％位を占めますか？ （　　　　％）
3 海外現地法人の役員の中に外国人はいますか？
4 本社の役員の中に外国人はいますか？

7 終身雇用制について
最後に終身雇用制についてお聞きします。
御社は終身雇用を

1 重視してきた
2 やや重視してきた
3 あまり重視してこなかった
4 重視してこなかった

をお答え下さい。

8 従業員（主に正社員）と経営者との関係についてお伺いします。貴社における従業員と経営者との関係は、次のどれに最も近いですか。
1 御社の経営戦略に関する意思決定は、経営陣（者）からのトップダウン方式で決めらている。

2

3

4

経営戦略に関する事項は、経営陣（者）の専権事項だが、従業員の待遇や人事管理に関する事項は、従業員側と定型的な協議の場を設
けている。

経営戦略に関する事項は、経営陣（者）の専権事項だが、従業員の待遇や人事管理に関する事項は、従業員側と定型的な協議の場だけ
でなく、インフォーマルなコミュニケーションの場を設け、従業員の意向を反映するように努めている。。

経営者は、従業員の待遇だけでなく、経営戦略に関する事項についても、従業員とコミュニケーションをとる場を設け、それを経営戦略に反
映する道を設けている。（4の場合、具体的な例がありましたらお教え下さい）。
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9 組織決定と情報の流れ
　9－１　複数の事業部と一緒に新規事業を開始する場合、プロジェクトとして検討が開始されてから実際に事業が開始される

までの間を１００％とすると、全社的な根回しに要する時間は何％位ですか？
1 ６０％以上
2 ４０～５９％
3 ２０～３９％
4 １９％以下

思い描いて頂いた１００％は、プロジェクトによって異なると思いますが標準的には何時間くらいですか？ （　　　　　）

　9－２　今度は、既存事業の整理・撤退が必要になった場合を想定してください。同様に、整理・撤退のプロジェクトが立ち上がって
から実際に実行されるまでの間を１００％とすると、全社的な根回しに要する時間は何％位ですか？

1 ６０％以上
2 ４０～５９％
3 ２０～３９％
4 １９％以下

思い描いて頂いた１００％は、プロジェクトによって異なると思いますが標準的には何時間くらいですか？ （　　　　　）

社内の情報の流れについての質問に移ります。

　9－３ 　ある事業担当者が持っている情報量は、全社戦略情報の全体を１００％とするとそのうちの何パーセント位だと思いますか？
1 40％未満
2 40－60％
3 60－80％
4 80％以上

　9－４　実際に持っている情報を１００％とすると、その情報の何％位を、上司やフォーマルな会議などを通じてではなく、
他のインフォーマルなルートたとえば飲み会などから入手していると思われますか？

1 20％未満
2 20－40％
3 40－60％
4 60％以上
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10 組織改革
　10－１組織改革の有無または規模についてお教えください。

1 過去10年の間に御社は組織改革をしましたか？
「はい」と答えた場合、以下の質問を継続。「いいえ」なら質問５へ

2 組織変更の内容は既存の事業部門内の変更、たとえば部や課の統廃合・簡素化などを超える規模でしたか？
3 それは事業部門レベルの新たな創出や統廃合を超える規模でしたか？
4 それでは全社レベルの、たとえば職能別組織から事業部制、マトリックス組織への移行、事業本部制やカンパニー制

への移行、純粋持ち株会社化といった規模でしたか？

もう少し組織改革についてお教えください。

a 組織改革が始まったのは何年頃でしたか？ （　　　　　）
b 改革立案・実行を担当した職員の全職員に占める割合、および改革に要した期間はどれ位？ （　　　　％）（　　　　　）
c 改革実施を決断した最大の理由は何ですか？ （　　　　　）

即答できない場合、以下を例示（合致した選択肢に○）
・ たとえば、業績が悪化し現状の組織では改善が見込めないと判断したから
・ 或いは、（業績は悪化してないが）競合他社が改革したことに伴い対抗上実施する必要があったから
・ 或いは、（業績は悪化してないが）取引先など外部からの勧めがあったから
・ 或いは、（業績は悪化してないが）自らの意志で将来の布石として
d 改革目的の重点事項は何でしたか？

即答できない場合、以下を例示（合致した選択肢に○）
・ たとえば、顧客対応への時間の節約
・ 或いは、新製品や新サービス、新生産工程に対する能力強化
・ 或いは、量的なものではなく新製品や新サービス提供の質向上
・ 或いは、労働コストなどの費用削減

組織改革の途上においては、社内で色々な調整があったかと思います。また、組織改革によって色々な変化があったかと
思います。これから申し上げる質問に「はい」または「いいえ」でお答えください。

　10－２　まず組織改革のプロセスについてお訊きします。
2 組織改革の提案が大多数の職員に受け入れられるのに要した時間は1年以内でしたか？
3 大多数の職員は受け入れ後、中間管理職と一体になって積極的に行動しましたか？
4 職員から組織改革に関して新たな建設的な提案が出されるようなことがありましたか？

　10－３　次に組織改革後の変化についてです。
2 組織改革によって決定権限の下部委譲はありましたか？
3 下部委譲に伴って役職は簡素化されましたか？
4 その結果として職員の仕事の内容や仕事に対する考え方は変わりましたか？　　事例を一つ教えてください。 （　　　　　）

　10－４　IT投資と組織改革は往々にして連動していると言われることがあります。御社の場合についてお訊きします。
2 組織改革の前後でIT投資を強化しましたか？
3 IT活用は課や部、事業部門を超えて全社的に行われましたか？
4 社内のみならず取引先等社外との業務においてもIT活用がなされましたか？

　IT活用によって、もし新たな収益機会が生まれたなら事例を一つ挙げてください。 （　　　　　）

　10－５　組織改革には多大な費用負担を伴うのが一般的です。調達については色々とご苦労があったと思いますが、御社の
場合についてお教えください。

a 組織改革に伴う費用は、御社の売上高に対して何％位かかったと想像されますか。 （　　　　％）
b 組織改革に伴う費用はどのようにして調達しましたか。

これから申し上げる調達手段で各々のどの位の割合だったかを大雑把で結構ですから教えてください。
・ 内部資金 （　　　　％）
・ 借入金 （　　　　％）
・ 社債発行 （　　　　％）
・ 新株発行 （　　　　％）
・ その他 その他の内容 （　　　　　） （　　　　％）

借入金があると答えた場合は以下の質問
c 借入を行う際に、金融機関など貸し手は御社の組織改革をどの程度評価しましたか。

これから申し上げる３つの選択肢からお選びください。
・ 評価し借入条件（融資額、利率、貸付期間や担保等）に反映した。
・ 評価したが、借入条件に反映されなかった。
・ 評価しなかった。

借入金０％と答えた場合は以下の質問
ｃ’ 調達を検討する際に、借入の可能性を考えて金融機関に相談しましたか？　その時、御社の組織改革はどの程度評価されました

「はい」の場合は以下の質問、「いいえ」ならばｄへ
これから申し上げる３つの選択肢からお選びください。

・ 評され借入条件（融資額、利率、貸付期間や担保等）にも反映されようとした。
・ 評価したが、借入条件に反映される様子はなかった。
・ 評価されなかった。

d もし組織改革にかかる費用が資産化できるとすれば何年で償却できればよいとお考えですか。
これから申し上げる５つの選択肢からお選びください。

・ ７年以上
・ ５～６年
・ ３～4年
・ ２年
・ １年
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表 1 生産性の要因分解に関する国際比較 

 

 

 

  

論文名 計測単位 対象業種 推計期間
生産性指

標
生産性成

長率
内部効果

再分配効
果

純参入効
果

シェア効
果

共分散効
果

日本
Fukao and Kwon (2006) 企業 製造業 994－200 TFP 2.1 56 16 -4 20 29

権他(2008) 企業
製造業＋
サービス
業

996－200 TFP 0.96 67 1 9 -8 32

製造業＋
サービス
業

2001-2005 TFP 1.98 68 7 3 5 25

米国
Foster et, al. (2001) 事業所 製造業 977－198 TFP 1.02 48 26 -8 34 26

事業所 製造業 987-1992 TFP 0.66 -6 71 -39 110 35
カナダ

Baldwin and Gu (2006) 事業所 製造業 979－198
労働生産

性
1.41 102 -21 16 -38 20

事業所 製造業 988-1997
労働生産

性
2.91 98 -13 9 -22 14

韓国
Hahn (2000) 事業所 製造業 990-1995 TFP 4.6 57 -3 46

事業所 製造業 995-1998 TFP 1.57 2 38 65
Ahn, et, al. (2004) 事業所 製造業 990-1998 TFP 2.81 40 2 -8 10 57
オランダ

van Dijik (2003) 企業 製造業 978-1992
労働生産

性
57 -9 20 31

中国
Brandt, et, al. (2009) 企業 製造業 998-2002 TFP 3.2 47

企業 製造業 2002-2006 TFP 4.9 46

（出所）　伊藤・松浦（2011）

53

54
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表 2 インタビュー調査の概要 

 

 

 

表 3 インタビュー調査の産業分布 

 

 

 

表 4 インタビュー調査企業の規模分布 

 

 

  

第1回 第2回 第1回 第2回
調査時期 2008年2月－9月 2012年1月－3月 2008年5月－7月 2011年10月－12年5月

2012年7月－9月

調査対象企業

電気機械、通信機械、輸送
機械、精密機械、情報サー
ビス、放送業、小売業（非
上場企業を含む）

上場企業で全産業

電気機械、通信機械、輸送
機械、精密機械、情報サー
ビス、放送業、小売業（非
上場企業を含む）

上場企業で全産業

回答企業数 573 402 350 505
回答率 52.8% 22.2% 59.2% 28.9%

日本 韓国

（単位:％）

第1回 第2回 第1回 第2回
製造業 33.9 67.7 84.9 79.0
サービス業 66.1 32.3 15.1 21.0

日本 韓国

（単位:％）

従業員数
第1回 第2回 第1回 第2回

～300人未満 54.6 42.5 74.3 54.1
300～499人 15.0 14.7 10.0 17.2
500人～ 30.4 42.8 15.7 28.7

日本 韓国
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表 5 経営スコアの日韓比較 

 

 

 

表 6 第 1 回目と第 2 回目の業種をそろえた場合の経営スコア（日本のみ） 

 

 

 

第1回 第2回 第1回 第2回
全体 2.74 2.62 2.26 2.53

（0.48） （0.43） （0.59） （0.62）
組織管理 2.85 2.87 2.38 2.66

（0.55） （0.52） （0.65） （0.71）
人的資源管理 2.56 2.42 2.12 2.42

（0.46） （0.52） （0.68） （0.70）

注）　括弧内は標準偏差

日本 韓国

第1回 第2回
2.61 2.55

(0.49) (0.52)
2.75 2.66

(0.63) (0.61)
2.50 2.46

(0.55) (0.60)

注）　括弧内は標準偏差

平均スコア

組織スコア

人的スコア
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表 7 経営スコアに関する Kolmogorov=Smirnov test 

 

 

 

（注）**,***はそれぞれ 5％、1％の有意水準を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Distance P-value Distance P-value Distance P-value
日本 <韓国 0.0067 0.981 0.0055 0.987 0.0091 0.965
日本 >韓国 -0.3249 *** 0 -0.272 *** 0 -0.2927 *** 0
統合テスト 0.3249 *** 0 0.272 *** 0 0.2927 *** 0

Distance P-value Distance P-value Distance P-value
日本 <韓国 0.0607 0.192 0.0486 0.348 0.0478 0.36
日本 >韓国 -0.1084 *** 0.005 -0.0985 ** 0.013 -0.1069 *** 0.006
統合テスト 0.1084 *** 0.01 0.0985 ** 0.026 0.1069 ** 0.012

Distance P-value Distance P-value Distance P-value
第１回<第２回 0.0173 0.869 0.053 0.265 0.0174 0.866
第１回>第２回 -0.0806 ** 0.047 -0.1033 *** 0.006 -0.0645 0.14

統合テスト 0.0806 * 0.093 0.1033 ** 0.013 0.0645 0.279

Distance P-value Distance P-value Distance P-value
第１回<第２回 0.2152 *** 0 0.1994 *** 0 0.2029 *** 0
第１回>第２回 -0.0033 0.996 0 1 -0.0026 0.997

統合テスト 0.2152 *** 0 0.1994 *** 0 0.2029 *** 0

全体の平均スコア

全体の平均スコア

全体の平均スコア

第1回調査

第2回調査

韓国

日本
全体の平均スコア

組織管理のスコア 人的資源管理のスコア

組織管理のスコア 人的資源管理のスコア

組織管理のスコア 人的資源管理のスコア

組織管理のスコア 人的資源管理のスコア
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表 8 第 2 回インタビュー調査の概要 

表 8－1 国内市場のウエイト 

 

 

 

表 8－2 競争環境（主要競合社数） 

 

 

 

表 8－3 組織目標の運用及び見直しに要する時間 

 

 

 

 

 

 

（単位:％）

日本 韓国
75％以上 66.4 43.6
50％～75％ 16.7 18.2
25～50％ 9.7 18.8
25％未満 6.0 19.4

（単位:％）

日本 韓国
1社 1.5 22.0
2～5社 41.3 52.9
6～9社 20.3 19.8
10社以上 37.0 25.1

（単位:％）

日本 韓国

１ケ月未満 5.8 25.6

１ケ月以上３ケ
月未満

16.0 40.1

３ケ月以上６ケ
月未満

4.6 17.5

６ケ月以上１年
未満

63.2 10.4

１年以上 10.4 6.3



38 
 

表 8－4 組織決定における根回しの時間の割合 

 

 

 

表 8－5 新規事業の検討から開始までの期間 

 

 

 

表 8－6 既存事業の検討から撤退までの期間 

 

 

（単位:％）

日本 韓国
60％以上 10.1 17.4
40％～59％ 18.3 29.6
20～39％ 27.5 29.8
20％未満 44.2 23.0

（単位:％）

日本 韓国

１ケ月以内 26.3 2.0

１ケ月以上３ケ
月未満

17.9 11.6

３ケ月以上６ケ
月未満

8.9 21.6

６ケ月以上１年
未満

21.3 37.5

１年以上 24.3 27.3

（単位:％）

日本 韓国

１ケ月以内 26.6 4.9

１ケ月以上３ケ
月未満

17.1 16.3

３ケ月以上６ケ
月未満

13.5 20.4

６ケ月以上１年
未満

23.5 29.5

１年以上 18.0 28.9
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表 8－7 全社戦略情報の内、ある事業担当者が有している情報量の割合 

 

 

 

表 8－8 事業担当者が有する情報のうちインフォーマル・ルートの割合 

 

 

  

（単位:％）

日本 韓国
80％以上 12.7 29.9
60％～79％ 17.3 34.5
40～59％ 29.4 24.0
40％未満 40.8 11.7

（単位:％）

日本 韓国
60％以上 3.2 4.0
40％～59％ 7.1 12.3
20～39％ 25.7 34.1
20％未満 64.0 49.5
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表 9 記述統計量 

 

 

  

サンプル数 平均 標準偏差 最小値 最大値
従業員数(万人) 5066 0.10 0.31 0.0004 4.72
企業年齢(十年) 5247 3.54 2.15 0 13.90

国内シェア75%～50%ダミー 2691 0.18 0.38 0 1
国内シェア50%～25%ダミー 2691 0.15 0.36 0 1

国内シェア25%～ダミー 2691 0.13 0.34 0 1
市場シェア5%～10%ダミー 2310 0.15 0.36 0 1
市場シェア10%～25%ダミー 2310 0.27 0.44 0 1

市場シェア25%～ダミー 2310 0.43 0.50 0 1

サンプル数 平均 標準偏差 最小値 最大値
従業員数(万人) 2800 0.13 0.36 0.0004 4.72
企業年齢(十年) 2795 4.62 2.06 0 13.90

国内シェア75%～50%ダミー 1187 0.17 0.37 0 1
国内シェア50%～25%ダミー 1187 0.10 0.30 0 1

国内シェア25%～ダミー 1187 0.06 0.24 0 1
市場シェア5%～10%ダミー 806 0.13 0.33 0 1
市場シェア10%～25%ダミー 806 0.29 0.45 0 1

市場シェア25%～ダミー 806 0.41 0.49 0 1

サンプル数 平均 標準偏差 最小値 最大値
従業員数(万人) 2266 0.07 0.23 0.0004 3.53
企業年齢(十年) 2452 2.31 1.49 0 8.10

国内シェア75%～50%ダミー 1504 0.18 0.39 0 1
国内シェア50%～25%ダミー 1504 0.19 0.39 0 1

国内シェア25%～ダミー 1504 0.19 0.39 0 1
市場シェア5%～10%ダミー 1504 0.17 0.37 0 1
市場シェア10%～25%ダミー 1504 0.26 0.44 0 1

市場シェア25%～ダミー 1504 0.44 0.50 0 1

日本

韓国

日韓



41 
 

 

表 10－1  Probit 推計（全サンプル） 

 

 

 

(注) *, **, ***は、それぞれ 10％、5％、1％水準で有意であることを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サンプル国 日韓 日韓 日韓 日韓 日韓 日韓 日韓 日韓
平均スコア 0.179*** 0.136***

(5.021) (3.635)
組織管理スコア 0.132*** 0.092*** 0.107*** 0.083**

(4.401) (2.703) (3.416) (2.355)
人的資源管理スコア 0.133*** 0.088** 0.094*** 0.054

(4.267) (2.478) (2.882) (1.476)
企業年齢 0.029** 0.029** 0.029** 0.029** 0.015 0.015 0.016 0.015

(2.462) (2.507) (2.507) (2.460) (1.276) (1.277) (1.282) (1.274)
従業者数 0.244*** 0.254*** 0.255*** 0.245***

(3.022) (3.152) (3.145) (3.029)
韓国ダミー 0.090* 0.084 0.08 0.091* 0.201*** 0.197*** 0.192*** 0.201***

(1.728) (1.611) (1.537) (1.739) (3.758) (3.701) (3.606) (3.775)
定数項 -1.449*** -1.347*** -1.317*** -1.455*** -1.384*** -1.324*** -1.267*** -1.393***

(-12.423) (-12.396) (-12.503) (-12.413) (-11.488) (-11.861) (-11.698) (-11.510)
製造業ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes

第2回調査ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes
年ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes

サンプル数 5247 5247 5247 5247 5060 5060 5060 5060
疑似決定係数 0.238 0.237 0.237 0.238 0.254 0.253 0.253 0.254
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表 10－2  Probit 推計（国別サンプル） 

 

 

 

(注) *, **, ***は、それぞれ 10％、5％、1％水準で有意であることを示す。 

  

サンプル国 日本 韓国 日本 韓国 日本 韓国 日本 韓国
平均スコア 0.329*** 0.164*** 0.314*** 0.142***

<0.318> <0.220> (0.303) (0.199)
(5.405) (3.621) (5.121) (2.872)

組織管理スコア 0.312*** -0.024 0.304*** -0.024
<0.375> <-0.037> <0.365> <-0.039>
(5.738) (-0.525) (5.558) (-0.492)

人的資源管理スコア 0.024 0.181*** 0.018 0.161***
<0.027> <0.275> <0.020> <0.257>
(0.420) (3.881) (0.314) (3.179)

企業年齢 0.067*** -0.064*** 0.064*** -0.067*** 0.060*** -0.085*** 0.057*** -0.088***
<0.276> <-0.205> <0.263> <-0.215> <0.245> <-0.293> <0.234> <-0.301>
(4.272) (-3.278) (4.056) (-3.428) (3.705) (-4.190) (3.531) (-4.298)

従業者数 0.197** 0.256 0.187** 0.226
<0.141> <0.132> <0.134> <0.116>
(2.076) (1.552) (1.986) (1.358)

定数項 -2.322*** -0.337** -2.378*** -0.301** -2.276*** -0.281* -2.335*** -0.248
(-12.349) (-2.227) (-12.531) (-1.973) (-12.033) (-1.785) (-12.226) (-1.562)

製造業ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes
第2回調査ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes

年ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes
サンプル数 2795 2452 2795 2452 2794 2266 2794 2266

疑似決定係数 0.374 0.074 0.377 0.076 0.375 0.078 0.378 0.079
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表 11－1  Tobit 推計（全サンプル） 

 

 

 

(注) *, **, ***は、それぞれ 10％、5％、1％水準で有意であることを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

サンプル国 日韓 日韓 日韓 日韓 日韓 日韓 日韓 日韓
平均スコア 0.002 0.002

(1.229) (1.259)
組織管理スコア 0.005*** 0.007*** 0.005*** 0.007***

(3.604) (4.637) (3.573) (4.547)
人的資源管理スコア -0.001 -0.005*** -0.001 -0.004***

(-0.864) (-3.040) (-0.804) (-2.923)
企業年齢 -0.001*** -0.001*** -0.001*** -0.001*** -0.002*** -0.002*** -0.002*** -0.002***

(-2.743) (-2.848) (-2.635) (-2.762) (-3.726) (-3.799) (-3.673) (-3.779)
従業者数 0.011*** 0.011*** 0.012*** 0.011***

(4.450) (4.335) (4.687) (4.581)
韓国ダミー 0.001 0.001 0.000 0.001 -0.001 0.000 -0.001 -0.001

(0.214) (0.403) (0.086) (0.363) (-0.390) (-0.202) (-0.529) (-0.253)
定数項 -0.005 -0.014*** 0.002 -0.009 -0.003 -0.011** 0.004 -0.006

(-0.963) (-2.587) (0.492) (-1.540) (-0.658) (-2.226) (0.819) (-1.209)
製造業ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes

第2回調査ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes
年ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes

サンプル数 3426 3426 3426 3426 3411 3411 3411 3411
疑似決定係数 0.044 0.046 0.044 0.047 0.049 0.051 0.049 0.052



44 
 

 

表 11－2  Tobit 推計（国別サンプル） 

 

 

 

(注) *, **, ***は、それぞれ 10％、5％、1％水準で有意であることを示す。 

  

サンプル国 日本 韓国 日本 韓国 日本 韓国 日本 韓国
平均スコア 0.007*** -0.001 0.006*** 0.000

(3.280) (-0.501) (2.980) (-0.161)
組織管理スコア 0.012*** 0.003 0.012*** 0.003

(6.114) (1.490) (5.911) (1.225)
人的資源管理スコア -0.004** -0.004* -0.004** -0.003

(-2.037) (-1.835) (-2.157) (-1.281)
企業年齢 -0.001 -0.006*** -0.001** -0.006*** -0.002*** -0.006*** -0.002*** -0.006***

(-1.569) (-6.251) (-2.065) (-6.057) (-2.770) (-6.560) (-3.224) (-6.429)
従業者数 0.012*** 0.002 0.012*** 0.003

(4.840) (0.379) (4.770) (0.577)
定数項 -0.026*** 0.043*** -0.030*** 0.042*** -0.023*** 0.041*** -0.028*** 0.040***

(-3.642) (5.617) (-4.316) (5.357) (-3.254) (5.743) (-3.924) (5.554)
製造業ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes

第2回調査ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes
年ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes

サンプル数 1754 1672 1754 1672 1753 1658 1753 1658
疑似決定係数 0.134 0.013 0.141 0.014 0.14 0.014 0.146 0.014
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表 12 個別質問項目に関する推計結果 

 

 

 

(注) *, **, ***は、それぞれ 10％、5％、1％水準で有意であることを示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

推計方法
サンプル国 日韓 日本 韓国 日韓 日本 韓国

組織目標水準の設定 * * *

組織目標の浸透程度 *** ***

組織目標の達成度点検 ** ** * *

戦略変更の早さ *** *** ***

組織改革の内容（権限委譲） ** *** * * ***

組織改革の内容（IT活用） *** *** * ** ***

職員のインセンティブ ** *** ***

成果が低い職員への対応 * *

成果が高い職員への対応 ***

中核となる人材の確保 ** *** **

管理者の人的管理評価 ***

研修による人材育成 *

OJT ***

ローテーション *** *** *

Probit Tobit
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表 13 第 2 回インタビュー調査項目を利用した推計 

 

 

(注) *, **, ***は、それぞれ 10％、5％、1％水準で有意であることを示す。 

 

推計方法
サンプル国 日韓 日韓 日韓 日韓 日韓 日韓 日韓 日韓

Average Score 0.150*** 0.001
(2.676) (0.729)

Organizational Score 0.091* 0.034 0.002 0.003
(1.880) (0.600) (1.363) (1.536)

HR Management Score 0.132*** 0.114** 0.000 -0.001
(2.678) (2.001) (0.081) (-0.712)

企業年齢 -0.079*** -0.079*** -0.080*** -0.080*** -0.004*** -0.004*** -0.004*** -0.004***
(-4.058) (-4.013) (-4.090) (-4.074) (-6.700) (-6.723) (-6.678) (-6.716)

従業者数 0.387** 0.436** 0.376** 0.377** 0.008** 0.008** 0.008** 0.008**
(2.189) (2.448) (2.119) (2.129) (2.229) (2.261) (2.304) (2.341)

国内シェア75%～50% -0.015 -0.015 -0.012 -0.014 0.008*** 0.008*** 0.008*** 0.008***
(-0.163) (-0.168) (-0.132) (-0.149) (3.172) (3.157) (3.203) (3.176)

国内シェア50%～25% 0.041 0.031 0.045 0.044 0.004 0.004 0.004 0.004
(0.428) (0.326) (0.476) (0.459) (1.367) (1.396) (1.353) (1.404)

国内シェア25%～ -0.162* -0.173* -0.159* -0.160* 0.018*** 0.018*** 0.018*** 0.018***
(-1.752) (-1.871) (-1.715) (-1.723) (5.879) (5.809) (5.853) (5.708)

市場シェア5%～10% 0.358*** 0.363*** 0.360*** 0.359*** 0.015*** 0.015*** 0.015*** 0.015***
(3.085) (3.126) (3.102) (3.088) (4.116) (4.087) (4.149) (4.098)

市場シェア10%～25% 0.274*** 0.288*** 0.278*** 0.274*** 0.013*** 0.013*** 0.013*** 0.013***
(2.624) (2.764) (2.664) (2.626) (3.874) (3.837) (3.957) (3.877)

市場シェア25%～ 0.179* 0.192* 0.186* 0.181* 0.009*** 0.009*** 0.010*** 0.009***
(1.830) (1.955) (1.906) (1.847) (2.965) (2.917) (3.034) (2.945)

韓国ダミー -1.043*** -1.040*** -1.045*** -1.044*** -0.022*** -0.022*** -0.022*** -0.022***
(-10.025) (-10.027) (-10.036) (-10.027) (-7.919) (-7.928) (-7.895) (-7.905)

定数項 0.507** 0.632*** 0.565*** 0.519** 0.038*** 0.036*** 0.040*** 0.037***
(2.375) (3.059) (2.812) (2.422) (5.534) (5.356) (6.308) (5.364)

製造業ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes
年ダミー Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes Yes

サンプル数 2296 2296 2296 2296 1869 1869 1869 1869
疑似決定係数 0.154 0.152 0.154 0.154 0.033 0.034 0.033 0.034

Probit Tobit


